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第１章 計画の概要 
１ 目的 

平成７年１月 17 日に発生した阪神・淡路大地震は、大都市において発生したマグニチュード

7.3という大規模な直下型地震であり、神戸市、阪神間を中心に既成市街地の広範囲にわたって、

甚大な被害をもたらしました。特に老朽木造住宅が密集した市街地において建築物の倒壊と火災

による被害が甚大でした。大阪府では、この大震災から得た貴重な教訓を踏まえ、様々な地震防

災対策に取り組んでいるところです。 

近年では、東南海・南海地震等の大規模地震の発生の危険性が高まっており、震災対策の見直

しが必要となっております。 

平成 18 年 10 月に大阪府自然災害総合防災対策検討委員会が発表した、府域に影響のある直下

型地震や東南海、南海地震による地震被害想定では、生駒断層系や上町断層系等、府下に存在す

る活断層において、阪神・淡路大震災と同等程度の直下型地震が発生した場合、時刻や気象の条

件によっては、阪神・淡路大震災を大きく上回るものと想定されています。 

この「地震被害想定」によると、地震発生時の気象条件によっては、上町断層系で約 40,000

棟、生駒断層系で約 90,000 棟に及ぶ建物が延焼する恐れがあるとされています。これは、阪神・

淡路大震災における焼失棟数が 4,674 棟であったことに対し、その 8～20 倍もの規模に及ぶもの

です。 

「大阪府防災都市づくり広域計画」（以下「本計画」）は、この大規模地震時の市街地大火への

対策に焦点を当て、①市街地の不燃化促進、②延焼遮断帯の整備、③広域避難地の確保など、広

域的な都市防災施策に関する都市計画上の指針であり、府民の皆様にご理解を深めていただき、

効果的、効率的に都市防災対策を進めることを目的に策定するものです。 

17～18年度 
地震被害想定見直し 
（危機管理室） 

地域防災計画
（危機管理室） 

災害復興対策 災害応急・復旧対策

最大延焼範囲の見直し等 震災復興都市づくり 
ガイドライン 
（総合計画課） 
〔H18.1策定〕

災害応急対策 
実施要領 
（各部局） 

地震防災アクション 
プログラム 
（土木部） 
〔H10.3策定〕 

大阪府住宅・建築物 
耐震10ｶ年戦略プラン 
（建築企画課） 
〔H18.12策定〕

防災都市づくり広域計画 

（総合計画課） 
①市街地の不燃化 
②延焼遮断帯・避難路 
③広域避難地 

災害に強いすまいと 
まちづくり 
（市街地整備課） 
〔促進区域指定H9.3～〕

・都市計画マスタープランの見直し 
・市町村防災都市づくり計画の策定促進 

災害予防対策

災害に強い都市づくり 
ガイドライン 
（総合計画課） 
〔H10.3策定・H17.1改〕

図 1-1-1  大阪府における都市防災に関連する計画の一覧

時系列で見た都市防災関連計画 
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２ 位置づけ 

「防災都市づくり計画」は、「地域防災計画」における様々な施策の中で、地震災害に対する

防災性の向上を図るための都市計画に関する取り組みの総称です。 

本計画は、大阪府内全域を対象とした広域的な都市レベルで必要となる取り組みの中で、特に

「市街地全体の不燃化」、「都市防火区画（延焼遮断帯）・避難路」、「広域避難地」などの地震発

生時の市街地大火による被害の抑制に関する都市計画上の施策の方針を中心に示したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-1  防災都市づくり計画の位置づけ 

 
３ 対象範囲 

大阪府全域を本計画の対象範囲とします。 
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